
2.　研究方法

汚水処理整備方策
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自治体財政 汚濁負荷発生量
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環境影響

下水道整備シミュ
レーションモデル

地域経済

地場産業集中地区地場産業集中地区

経済性と環境への影
響の両面を踏まえた
上で最適な汚水処理
方法を検討！！

普及率拡大と自治体
負担金の削減を踏ま
えた上で最適な汚水
処理方法を検討！！

3.1　モデル式の流れ

利用人口１年ごとの整備人口

日平均汚水量と日最大汚水量
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図3.2　モデル式の流れ

自治体負担金
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3.2　自治体負担金の比較(使用料金一定)

図3.3　各ケースの使用料金が一定の時の自治体負担金の比較

ケースA ケースB

ケースC

　下水道使用料金20800円/年・人の時

年間の
自治体
負担金は
ケースC

が最も多い

年間の
自治体
負担金は
ケースC

が最も少ない

処理場 幹線 面整備 処理場 汚泥処理費 幹線 面整備 一般管理費

ケースＡ 4500 2886 12456 14771 3330 771 3538 10260
ケースＢ 4500 2872 12456 14940 3361 773 3538 10260
ケースＣ 4500 2886 12456 15806 3574 783 3728 10260

単位(百万円)
建設費 維持管理費

繰出し金 維持管理費 公債費 合計 料金収入 受益者負担金 合計
970 32670 43620 77259 35542 1355 36897 40363

970 32872 43609 77450 35881 1355 37236 40214
970 34151 43620 78742 38157 1355 39511 39231

総支出 総収入
自治体負担金

表3.2　各ケースの財政支出(2004年から2057年までの合計)

自治体
負担金
の合計
が最も
少ない！

単位(千円/年・人)

整備年度 料金① 料金② 料金③ 料金① 料金② 料金③ 料金① 料金② 料金③
2004～2008 25.4 90.0 20.8 25.4 90.0 20.8 24.0 86.9 20.8
2009～2013 22.1 79.3 23.9 22.1 79.6 23.9 20.1 74.6 23.9
2014～2018 20.8 69.2 27.5 20.6 68.7 27.5 18.3 65.3 27.5
2019～2023 19.3 59.6 31.6 18.8 59.3 31.6 18.2 60.0 31.6
2024～2028 18.5 50.1 36.4 18.5 50.9 36.4 18.2 49.7 36.4
2029～2033 18.2 44.1 41.8 18.2 43.9 41.8 18.2 41.1 41.8
2034～2038 18.2 38.5 41.8 18.2 38.0 41.8 18.2 33.4 41.8
2039～2043 18.2 32.4 41.8 18.2 31.8 41.8 18.2 25.0 41.8
2044～2048 18.2 27.3 41.8 18.2 26.3 41.8 18.2 18.8 41.8
2049～2053 18.2 23.5 41.8 18.2 21.8 41.8 18.2 18.2 41.8
2054～2057 18.2 19.6 41.8 18.2 19.1 41.8 18.2 18.2 41.8

ケースCケースA ケースB

ケースAの自治体負担金
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表3.3　下水道使用料金の推移

図3.4　ケースAの自治体負担金の年変化

下水道使用料金①

下水道使用料金②

下水道使用料金③

各ケースの中
で最も負担が
少ない！！

利用者の増
加が早く見込
まれるため。

建設費の
影響が大

きいため
に料金②
は料金①
の約3倍

にもなっ
ている。

料金③の自治体
負担金は2033

年以降マイナス
となっている。
つまり自治体負
担金ではなく、
自治体の収入
である。

自治体負
担金が0

になった
ところで、
料金を一
定とした。

単位(千円/年・人)

整備年度 料金① 料金② 料金③ 料金① 料金② 料金③ 料金① 料金② 料金③
2004～2008 25.4 88.8 20.8 25.4 88.8 20.8 23.4 82.9 20.8
2009～2013 22.6 81.5 23.9 22.5 81.5 23.9 20.4 76.1 23.9
2014～2018 21.0 74.1 27.5 21.1 72.7 27.5 18.6 69.9 27.5
2019～2023 21.5 68.0 31.6 20.5 66.9 31.6 19.2 68.4 31.6
2024～2028 20.5 59.5 36.4 20.3 60.5 36.4 20.1 59.6 36.4
2029～2033 21.4 56.8 41.8 21.4 56.4 41.8 21.4 52.7 41.8
2034～2038 21.7 51.6 48.1 21.7 50.8 48.1 21.7 44.1 48.1
2039～2043 22.4 45.0 55.4 22.4 43.9 55.3 22.4 33.2 48.1
2044～2048 23.7 39.4 55.4 23.7 37.6 55.3 23.7 24.9 48.1
2049～2053 25.2 35.1 55.4 25.2 32.0 55.3 25.2 25.2 48.1
2054～2057 26.8 29.8 55.4 26.8 28.7 55.3 26.8 26.8 48.1

ケースCケースA ケースB

3.4　人口減少の及ぼす影響に関する検討

人口減少の時の自治体負担金の比較
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表3.4　下水道使用料金の推移

図3.5　ケースAの人口減少時の自治体負担金の年変化

料金③の自治体
負担金は2037

年以降マイナス
となっている。

人口減少前
と比較すると
どのケースも
負担額は大
きくなって
いる。

各ケースの中
で最も負担が
少ない！！

4.2　地域経済モデル式の算定　
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地場産業の影響が大きい小都市における
汚水処理システムの整備

環境計画研究室 山本 理華


